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《巻頭言》

改正健康増進法施行をめぐって

1. 成立まで
2009年に日本で初めての受動喫煙防止条例が
神奈川県の松沢成文知事のもとで施行されてから
10年になるが、この間、日本では、2013年の兵庫
県受動喫煙防止条例、2016年の北海道美唄市受
動喫煙防止条例などを除けば、ほとんど法制化が
行われてこなかった。JT（日本たばこ産業株式会
社）、政治家、財務省、喫煙科学研究財団が電通
とともに要所を締め、我々のつけいる隙を与えな
かったのである。

2020年のオリンピックを東京に誘致することが
決定し、日本禁煙学会は130の健康団体と協同し
禁煙運動の回転を速めた。

2014年8月に舛添要一都知事（当時）から前向き
の発言があった。当時8月22日付のBloombergは
次のような記事を書いている。

• “Promoting the health of all the people in 
the world is one of the major aims of the 
Olympics and Paralympics,” Masuzoe told 
reporters today. “I think itʼ s important to 
properly prevent passive smoking in the run-
up to 2020,” he added.

そこで私たちは松沢成文参議院議員とスイスの
ジュネーブを訪れ、IOC（国際オリンピック委員
会）､WHO（世界保健機関）、FCTC（WHOタバ
コ規制枠組条約）事務局などへ日参し長時間の会議
を行った。その結果、IOCとWHOの間の覚え書
きが確かにあること、これを元にタバコのないオリ
ンピックがすでに慣行になっていることがわかり、
WHOの生活習慣病予防部ダグラス・ベッチャー

改正健康増進法施行をめぐって
日本禁煙学会理事長

作田　学

部長やベラ・ダ・コスタ・シルバFCTC条約事務
局長、世界医師会・世界歯科医師会・世界薬剤
師会・世界看護協会の各会長、世界心臓財団の会
長からの親書をあずかり、舛添知事に手渡したの
だった。
ところが舛添知事は中途で退任を余儀なくされ
てしまった。ついで小池百合子都知事になり、都
民ファーストの会の圧勝にともない、受動喫煙防
止の機運が高まった。
日本禁煙学会が中心となり、受動喫煙防止法を
請願して10万通の署名を集めた。さらに日本医師
会が中心となって264万通もの署名を集め、塩崎
恭久厚生労働大臣に提出した。塩崎大臣は実に最
善を尽くされたが、財務省やたばこ議員連盟の壁
は厚かった。

2017年に加藤勝信厚生労働大臣に代わり、オリ
ンピックまでに間に合わせ的な受動喫煙防止法（改
正健康増進法）が可決されたのだった。その3か月
前には東京都医師会（尾﨑治夫会長）を中心とする
署名活動で20万通もの署名を集め、日本医師会、
東京都医師会ともにタバコ産業が集めたとしてい
る（その実は誰も見たことがない）署名数の2倍を遙
かに超えるもので、民意がどこにあるかを示すこと
ができた。
この時、「医師会は利益団体だと思っていたけれ
ど、本当に国民の健康のことを考えているんだね」
という多くのメッセージが署名簿に付けられていた
ことは本当にうれしく思ったことである。
健康増進法改正の1か月前に東京都受動喫煙防
止条例が成立したが、これは大きなオリンピックの
レガシーとなるだろう。
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改正健康増進法施行をめぐって

2. 改正健康増進法の施行
改正健康増進法がいよいよ7月1日から施行され
た。

7月1日からは学校、病院、行政機関などの第一
種施設が、来年の4月1日からは第二種施設を含め、
全施設において実行される。
法では「喫煙場所のみ標識の掲示義務」、都条例で

は「禁煙の飲食店も標識の掲示義務」が課せられる。
https://notobacco.jp/pslaw/psjoreilawhikaku1812.

pdf

3. 改正健康増進法を成立させた官僚
一時は成立が危ぶまれた改正健康増進法であっ
たが、これを実に粘り強く、守り抜いた人物を忘れ
てはならない。それが2018年8月まで厚生労働省
健康課長であった正林督章氏（現・環境省大臣官
房審議官）である。
彼は2020年までに受動喫煙防止法ができなけれ
ば、日本では当分の間できないだろうという我々の
考えと共通した危機感を持っていた。法案を通す
ためには、自由民主党の厚生労働部会、政務調査
会を反対ゼロで乗り切らなければならない。
そこで、飲食店の面積を100 m2と後退させなが
ら、目立たない方法で受動喫煙を防止する方法を
取り、乗りきったのである。それは、既存店だけ
に100 m2の例外を与える、喫煙エリアには20歳未
満は立ち入り禁止と言うことだった。

4. 我々に委ねられたこと
受動喫煙防止法（改正健康増進法）ができたとは
いえ、まだまだ穴だらけである。これをよりよい物
にしていかねばならないし、それは我々に託された

義務でもある。
たとえば、屋内でも屋外でも喫煙所はまったく
許されない。なぜかというと、3次喫煙の問題、空
気清浄機ではガス成分は拡散されるだけという問
題など、すでにWHOや米国政府が「受動喫煙に安
全なレベルはない。また、換気、空気清浄機、喫
煙区域の限定（いわゆる分煙）などの工学的対策
は受動喫煙防止にはならない」としているからであ
る。
我々の立場は以下のように示している。
http://www.jstc.or.jp/uploads/uploads/files/

essay/20181222.pdf

われわれは、受動喫煙に悩む人に寄り添い、受
動喫煙をこの世から無くしていかねばならない。そ
の方法として、「受動喫煙にお困りなら、こうしま
しょう」
というものを公開している。
http://www.jstc.or.jp/uploads/uploads/files/

information/JSTC2019717.pdf

コンビニエンスストア各社には店頭の灰皿を撤去
し、店内の喫煙室を設置しないように申し入れて
いる。

http://www.jstc.or.jp/uploads/uploads/files/
essay/conbini2019722.pdf

また、第二種施設に属してはいても、受動喫煙
防止の大局的観点から最高裁判所は敷地内禁煙の
方針を固め、これに従って各地の裁判所もすべて
敷地内禁煙を決めている。また、立法機関である
都道府県議会も、東京都、大阪府、青森県、秋田

改正健康増進法
(平成30年7月18日成立 ) 

東京都受動喫煙防止条例
 (平成30年6月27日成立 ) 

幼稚園、小・中・高校、 
大学、病院、行政機関 

敷地内禁煙 (屋外喫煙所の設置は可 ) 敷地内禁煙 (幼稚園・保育所、 小中高
校は屋外喫煙所も不可 ) 

小規模の飲食店 (個人経営店など ) 資本金≦5000万円かつ客席面積≦
100 m2の既存店は標識を掲示すれば
喫煙可 (期限つきの経過措置 ) 

従業員がいない飲食店のみ (同居中の
家族だけで営業する店 ) 標識を掲示す
れば喫煙可 

飲食店内での加熱式タバコの扱い 「当分の間 (期限は未定 )」 の経過措置として 
加熱式タバコ専用の喫煙室内ならば飲食しながらの使用も可 

その他の施設 (オフィス、ホテルなど ) 原則屋内禁煙 (喫煙室の設置可 ) 
未成年者の保護規定 喫煙スペースへの立ち入り禁止 
罰則 (行政処分 ) 管理者：50万円以下の過料 

喫煙者：30万円以下の過料 
管理者：5万円以下の過料 
喫煙者：3万円以下の過料
 (加熱式タバコには罰則適用せず ) 
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改正健康増進法施行をめぐって

県、滋賀県、大分県、福島県などは敷地内禁煙と
しており、北海道議会も一党のみが抵抗している
が、いずれは屋内禁煙となるだろう。

ht tps : / /main ich i . jp /a r t ic les /20190704/
k00/00m/040/104000c
この動きは徐々にではあっても全国に広がるに違
いない。

5. 加熱式タバコ（新型タバコ）について
昨年ジュネーブにおけるFCTC COP8において
加熱式タバコについては従来のタバコと同様に規
制するべきとの声明が可決されている。
さらにWHOは今年7月26日に報告書を出した。
その中で「加熱式タバコ」については、従来のタバ
コに比べ有害性が少ないことが強調されているが、

従来のタバコと同じ有害物質が含まれることには変
わりがなく、必ずしも健康上のリスクを軽減させる
ことにはつながらないほか、受動喫煙の有害性も
否定できないと指摘した。そのうえで従来のタバコ
と同じように規制するよう呼びかけた。

https://www.who.int/tobacco/global_report/en/
http://www.jstc.or.jp/uploads/uploads/files/

information/COP82018106.pdf

6. 結　論
既に署名活動などによって受動喫煙の害は、多
くの国民に周知のこととなり、今こそ受動喫煙に
会わないように国民が力を合わせ、実行する時であ
る。
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《原　著》

環境タバコ煙曝露による妻のCOPD発症リスクの検討

連絡先
〒 851-0251
長崎県長崎市田上 2-14-15
医療法人保善会 田上病院　陶山和晃
TEL: 095-826-8186      FAX: 095-826-9074
e-mail: 
受付日 2019年 5月 13日　採用日 2019年 8月 1日

【目　的】　非喫煙の妻が夫からの環境タバコ煙（ETS）にどの程度曝露するとCOPD発症リスクが上昇するの
か検討すること。
【方　法】　対象は2015年5月～2016年12月の間に長崎県内で実施されたCOPD検診の参加者1,633名の
うち、夫が喫煙経験者と答えた40歳以上の非喫煙女性とした。調査項目はCOPD問診票（IPAG）、ETS曝
露歴指数（夫の1日の喫煙本数×喫煙中の同居年数）、呼吸機能（FEV1/FVC）とし、IPAGが17点以上かつ
FEV1/FVCが70％未満の者をCOPD疑いとした。
【結　果】　解析対象者は308名、COPD疑いは20名（6.5％）であった。ETS曝露歴指数において、COPD
疑いとなるカットオフ値は735となり、有意な判別能を検出した（感度：0.80、特異度：0.78、曲線下面積：
0.85、p＜0.001）。このカットオフ値は他の交絡因子を調整した後もCOPD疑いに影響を与える有意な因子
であった（オッズ比：13.12、95％信頼区間：4.11– 41.86）。
【考　察】　妻のETS曝露歴指数が735を超えるとCOPD疑いの可能性が高く、本指数が妻のCOPD発症リ
スクの有用な指標となることが示唆された。

キーワード：環境タバコ煙、COPD、夫、妻

緒　言
環境タバコ煙（environmental tobacco smoke; ETS） 

とは、タバコの燃焼により生じる副流煙と喫煙者の呼
出煙が周囲に拡散された有臭混合気体である1）。こ
れらの粒子成分には約4,300種類、ガス成分には約
1,000種類の化学物質が含まれており、健康に重大な
悪影響を及ぼすことが科学的に証明されている2）。こ
のETS曝露による世界の死亡者数は年間60万人以上
と推定されており、うち女性が47％を占めている3）。
女性がETSに曝される場所として、職場や公共

施設とさまざまであるが、家庭内でのETS曝露も主

要である。先行研究において、家庭内での夫からの
ETS曝露は非喫煙者である妻の肺癌 4, 5）、冠動脈疾
患 6）、乳癌 7）といった疾病の発症リスクを上昇させる
ことが報告されている。
最近、家庭内でのETS曝露が慢性閉塞性肺疾患

（chronic obstructive pulmonary disease; COPD）の
発症リスクと関連していることが報告されている 8）。
従来、COPDは喫煙男性に多いとされていたが、非
喫煙女性のETS曝露がCOPDの特異的な危険因子
であることが明らかとなってきた 9）。加えて筆者ら
も、夫からのETS曝露は妻の気道閉塞に影響を与え
る独立した因子であることを報告した 10）。しかし、
夫からのETS曝露とCOPD発症との直接的な因果関
係については十分に立証されておらず、実際に非喫
煙の妻が夫からのETSにどの程度曝露するとCOPD
発症のリスクが高まるのかは不明である。さらに、
現在のCOPDガイドライン 11）においてもETS曝露か
らの回避について具体的な内容は明記されていない。

夫からの環境タバコ煙曝露による 
妻のCOPD発症リスクに関する検討
陶山和晃 1, 2、田中貴子 3、石松祐二 4、澤井照光 4、神津　玲 2

1．医療法人保善会 田上病院リハビリテーション科 
2．長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療科学専攻理学療法学分野 
3．長崎大学大学院医歯薬学総合研究科保健学専攻理学療法学分野 
4．長崎大学大学院医歯薬学総合研究科医療科学専攻看護学分野
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環境タバコ煙曝露による妻のCOPD発症リスクの検討

本研究の目的は、非喫煙の妻が夫からのETSに
どの程度曝露するとCOPDの発症リスクが高まるの
か検討することである。これらを明らかにできれば、
ETS曝露に起因するCOPD発症予防のための具体的
対策に繋がる重要な知見となり得る。

対　象
2015年5月から2016年12月の期間に、長崎県内

でのCOPD検診に受診した40歳以上の住民のうち、
生涯にわたり非喫煙者である女性から本研究への参
加を募った。なお、COPDおよび気管支喘息と既に
診断されている者、呼吸機能検査を適切に実施でき
ない者は本研究より除外した。
本研究は、長崎大学大学院医歯薬学総合研究科
倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：
15111267）。すべての対象者には本研究の趣旨や倫理
的配慮について書面と口頭にて説明し、同意を得た。

方　法
1） COPD検診の概要
本検診は、COPDの早期発見・治療を目的に、メ

ディア（新聞、TV放送）ならびに関係者（家族、主治
医）からの案内等に基づき、住民が任意で参加可能
な病診連携システムの一環である。参加の際は、問
診および呼吸機能検査を実施後、その結果説明を行
い、必要に応じて禁煙指導や医療機関へ紹介状を医
師が発行し、受診を促すものである。

2） 評価項目
（1） ETS曝露

ETS曝露状況は自己記入式による質問紙票を用い
て調査した（添付資料）。本紙はETS曝露に関連した
先行研究 8, 12, 13）を参考に作成し、予備研究を経て改
訂したものを使用した。

（2） COPD問診票
International Primary Care Airways Group

（IPAG）診断・治療ハンドブック日本語版 14）のCOPD
問診票の項目を用いた14）。本ハンドブックは世界家庭
医学会により、プライマリケア領域における慢性気道
疾患の診断や治療のために作成された。COPD問診票
ではIPAG点数が17点以上をカットオフ値とした15）。

（3） 呼吸機能
呼吸機能検査には電子スパイロメータ（AutoSpiro 

AS-507 ®、ミナト医科学株式会社）を使用し、日本

呼吸器学会ガイドライン 16）に準じて測定した。測定
項目は努力性肺活量（forced vital capacity; FVC）、
FVC％pred.、1秒量（forced expiratory volume in 1 
second; FEV1）、FEV1％pred.、1秒率（FEV1/FVC）
とした。なお、FVC％pred.とFEV1％pred.はそれ
ぞれ予測値に対する百分率として算出した。すべて
の対象者は、適切に測定された2回の測定値のうち、
最良値を解析に採用した。

3） 統計解析
本研究では、ETS曝露状況に関する質問紙票の

設問1で「夫がこれまでにタバコを吸っていたこと
がある」と回答した者を解析対象とし、夫の1日当
たりの喫煙本数と喫煙中の同居年数を乗じたものを
ETS曝露歴指数として使用した。また、IPAGのス
コアが17点以上、かつFEV1/FVCが70％未満の者
を「COPD疑い」と定義し、解析を行った。正規性
の検定にはShapiro -Wilk検定を用い、あわせてヒス
トグラムによる視覚的確認も行った。非喫煙の妻が
COPD疑いとなるETS曝露歴指数のカットオフの決
定には受信者動作特性（receiver operating character-
istic; ROC）曲線および曲線下面積（area under the 
curve; AUC）を使用し、感度・特異度にて判別能を
確認した。さらに、得られたカットオフ値がCOPD
疑いに与える影響を明らかにするために、多重ロジ
スティック回帰分析を用いた。因子データは中央値
［四分位範囲］あるいは件数（百分率）で示した。統計
解析ソフトは IBM SPSS Statistics ver.23.0®（IBM
社、米国）を使用し、有意水準は5％とした。

結　果
1） 対象者背景
対象者フローダイアグラムを図1に示す。COPD
検診参加者1,633名のうち、40歳以上の非喫煙女性
は857名（52.5％）であった。さらにETS質問紙票に
おいて未回答だった者や、「同居者に喫煙経験者が
いない」と回答した者、「夫以外の同居者に喫煙経験
者がいる」と回答した者を除いた結果、解析対象者は
308名であった。
対象者特性を表1に示す。現在も夫からのETSに

曝露している者の割合は19.5％、過去の者は80.5％
と過去にETS曝露の割合が高かった。ETS曝露歴
指数は中央値432［四分位範囲：210–800］であっ
た。IPAGスコアが17点を超えた者の割合は72.4％
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資料　ETS曝露状況に関する質問紙票

ETS

1. 
A. B. C.

A.

1-1. 
A. B.

1-2. 

1-3. 
(           )

2. 
A. B. C. 

A. B.
2-1. 

2-2. 
(           )

3. 18
A. B. C. 

4. COPD

A. B. C. 
A.

COPD

5. 
A. B. C. 

ETS
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図1　対象者フローチャート

2015年5月〜2016年12月 COPD検診参加者

(n=1,633)

研究対象者

(n=308)

除外理由

男性 (n=553)
40歳未満 (n=74)
現在 /過去喫煙者 (n=127)
気管支喘息 (n=22)

40歳以上の非喫煙女性
(n=857)

除外理由

ETS質問紙票未回答 (n=21)
同居者に喫煙経験者なし (n=187)
夫以外の同居者が喫煙経験者 (n=316)
呼吸機能検査未実施 (n=25)

図1．対象者フローダイアグラム
表1　対象者特性

中央値［四分位範囲］または数値（%）表 1．対象者特性  

評価・調査項目 n=308 

年齢，歳

BMI， kg/m2 

夫からの ETS 曝露状況

現在  /  過去，名 (%) 

喫煙本数，本 /日  

同居年数，年

ETS 曝露歴指数 (喫煙本数×同居年数 ) 

屋内曝露，名 (%) 

家族歴

COPD，名 (%) 

気管支喘息，名 (%) 

職場での ETS 曝露状況  

あり，名 (%) 

現在，名 (%) 

IPAG 

総スコア，点

総スコア≧ 17 点，名 (%) 

呼吸機能

FVC，L 

FVC%pred.，% 

FEV1，L 

FEV1%pred.，% 

FEV1/FVC，% 

70% > FEV1/FVC，名 (%) 

COPD 疑い，名 (%) 

69 [62 - 75] 

22.0 [20.3 – 23.6] 

60 (19.5) / 248 (80.5) 

20 [10 - 20] 

30 [18 - 40] 

432 [210 - 800] 

207 (67.2) 

34 (11.0) 

33 (10.7) 

160 (51.9) 

26 (8.4) 

19 [16 - 21] 

223 (72.4) 

2.29 [2.00 - 2.62] 

98 [88 - 109] 

1.80 [1.55 - 2.06] 

96 [86 - 107] 

78 [75 – 81] 

23 (7.5) 

20 (6.5) 
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と高かったが、呼吸機能においてFEV1/FVCが70％
未満となった者の割合は7.5％であった。そのうち、
COPD疑いの者は20名（6.5％）であった。

2） ETS曝露歴指数のカットオフ値
非喫煙妻がCOPD疑いとなるETS曝露歴指数

をROC曲線より導いた（図2）。その結果、AUCは
0.85（95％信頼区間：0.78–0.91）で統計学的に有意
な判別能を示し（p＜0.001）、カットオフ値735での

感度、特異度はそれぞれ0.80、0.78であった。

3） COPD疑いに与える影響
ETS曝露歴指数のカットオフ値735がCOPD疑い

に与える影響について、多重ロジスティック回帰分
析によるStep 1から3の解析結果を示す（表2）。す
べての共変量（職場でのETS曝露、夫の喫煙場所、
家族歴、年齢）を強制投入したStep 3においても、
カットオフ値735は有意なオッズ比のままであった

図2　COPD疑いとなるETS曝露歴指数のカットオフ値

AUC: 0.85
95%CI: 0.78 - 0.91
p<0.001
カットオフ値：735
感度：0.80
特異度：0.78 

図2．COPD疑いとなるETS曝露歴指数のカットオフ値

1 - 特異度

1.00.80.60.40.20.0

1.0

0.8

0.6

感
度

0.4

0.2

0.0

表2　COPD疑いに与える影響
P; P値、OR; オッズ比、95％CI; 95％信頼区間表 2．COPD 疑いに与える影響  

評価・調査項目  P OR 95%CI 

Step 1 

ETS 曝露歴指数≧ 735 

 

<0.001 

 

13.19 

 

4.27 - 40.81 

Step 2 

ETS 曝露歴指数≧ 735 

職場での ETS 曝露  

 

<0.001 

0.90 

 

13.13 

1.06 

 

4.24 - 40.72 

0.43 - 2.57 

Step 3 

ETS 曝露歴指数≧ 735 

職場での ETS 曝露  

夫の喫煙場所（屋内 /屋外）  

家族歴（COPD/気管支喘息）  

年齢  

 

<0.001 

0.96 

0.58 

0.29 

0.44 

 

13.12 

1.00 

1.34 

1.78 

1.03 

 

4.11 - 41.86 

0.41 - 2.47 

0.48 - 3.74 

0.61 - 5.19 

0.96 - 1.09 
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（13.12、95％信頼区間：4.11－41.86、p＜0.001）。

考　察
本研究では、非喫煙の妻における夫からのETS曝

露歴指数が735以上になるとCOPD疑いのリスクが
高くなることが示唆され、COPD発症リスクを判別
するための有意な指標となることが明らかとなった。
さらに、このカットオフ値は交絡因子を調整した後
もCOPD疑いに影響を与える独立した因子であっ
た。これは、家庭内でのETS曝露に起因するCOPD
の発症を予防していくための指標に繋がる重要な知
見といえる。
近年、ETS曝露量が多いほど呼吸器系への影響が
大きいことが明らかとなってきている。Maziakら 17）

はこのような「容量－反応関係」により、女性の呼
吸機能や呼吸器症状が悪化することを報告している。
Kurahashiら 5）の研究では、夫の喫煙本数と喫煙年
数それぞれが、妻の肺癌発症において容量－反応関
係にあることを示しており、本研究では同様の関係
性がCOPD発症リスクにおいても存在することが示
唆された。

ETS曝露歴指数が735以上でCOPD疑いのリスク
が高くなるという本研究の結果は、喫煙者の喫煙指
数（喫煙本数×喫煙年数）とCOPD発症との関係と
類似している。Kojimaら 18, 19）は日本人喫煙女性の
喫煙指数が400–799でCOPD発症の観測値が期待
値の10.3倍、罹患率比が3.4倍になると報告してい
る。すなわち、本研究で用いたETS曝露歴指数は、
COPD発症のための有用な指標として妥当であるこ
とが示唆された。以上より、COPDの発症を予防す
るために夫からのETS曝露を回避することは、禁煙
と同様に重要である可能性を見出すことができた。
本研究にはいくつかの制限因子がある。まず、

COPD検診は自由参加であるため、対象者の選択的
バイアスを避けることができなかったことである。次
に、気道可逆性試験によるCOPDの確定診断を行え
ていない。また、ETS曝露歴指数の評価はあくまで
妻から聴取しており、実際の夫の喫煙歴に対する妻
の想起バイアスが生じた可能性も考えられる。
一方、本研究の強みは、ETS曝露によるCOPD発
症リスクを、客観的に示し得たことであり、具体的
な指標をもってCOPD発症予防や禁煙対策において
活用が期待できる。非喫煙の妻が夫からのETS曝露
を回避し、COPD発症リスクを抑えるためには、す

べての同居者がETS曝露による健康への悪影響を十
分に理解し、夫の禁煙を積極的に推進していかなけ
ればならない。本研究の結果が、家庭内でのETS曝
露に起因するCOPD発症を予防していくための啓蒙
や対策に寄与することを期待したい。

結　論
非喫煙の妻は夫からのETS曝露歴指数が735以上

になるとCOPD疑いのリスクが高くなることが明ら
かとなった。そして、本指数は妻のCOPD発症のた
めの有用な指標となり得た。本研究の結果から、非
喫煙の妻がCOPDの発症を予防するためには、家庭
内でのETS曝露の回避が禁煙と同様に積極的に取り
入れられるべき対策であると考えられた。
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A cross-sectional study on risk of COPD in never smoking wife due to  
exposure to environmental tobacco smoke from her husband

Kazuaki Suyama1, 2, Takako Tanaka3, Yuji Ishimatsu4, Terumitsu Sawai4, Ryo Kozu2

Abstract
Objective: The aim of this study was to investigate quantity of environmental tobacco smoke (ETS) from 
husband and the risk of COPD in never smoking wife. 
Methods: A study population aged over 40years and never smoking wife who have current or previous hus-
band smoking enrolled in health checkup of COPD from May 2015 in Nagasaki Prefecture, Japan. They 
answered about the husband's smoking status and COPD questionnaire (IPAG) and performed spirometry. 
The index of ETS exposure from husband was calculated by number of cigarettes and years of smoking. 
Results: Three hundred eight never smoking wives who exposed ETS (median: 432 [IQR: 210–800]) were 
included. Twenty (6.5%) subjects had IPAG > 16 point and FEV1/FVC < 70%. The ROC curve indicated a 
cut-off point of 735 for COPD risk (sensitivity: 0.80, specificity: 0.78, AUC: 0.85, p < 0.001). Furthermore, 
the cut-off point remained significantly associated with COPD risk after adjusted confounding factor (OR: 
13.12, 95%CI: 4.11–41.86). 
Conclusion: This result suggests that the index accurately discriminated for COPD risk in never smoking 
wives exposed by ETS.

Key words
environmental tobacco smoke, COPD, husband, wife
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【目　的】　日本と中国の薬学生において、喫煙状況や喫煙防止教育などに違いがあるかどうかを明らかにす
る。
【方　法】　北海道薬科大学（現在、北海道科学大学薬学部）と沈阳葯科大学（中国）の学生を対象に、喫煙
状況、喫煙による健康被害、喫煙防止教育受講状況などについてアンケート調査を行った。
【結　果】　日本と中国の学生の喫煙率は2.5％、2.0％と同程度に低かった。家族の喫煙率は、中国の学生が
有意に高かった。喫煙が影響する疾患について、日本と中国の学生のどちらも肺がんの理解度が最も高かっ
たが、その他の疾患では中国の学生の理解度は有意に低かった。喫煙防止教育受講率は、日本より中国の学
生が有意に低かった。
【考　察】　喫煙防止教育受講率は日本より中国が低いにもかかわらず喫煙率は同程度であったことから、中
国の教育効果が高い傾向がみられた。
【結　論】　日本と中国では、喫煙が影響する疾患の理解度と喫煙防止教育受講率に違いがみられた。

キーワード：喫煙状況、喫煙関連疾患、喫煙防止教育

緒　言
近年、喫煙による健康被害が科学的に証明され、

喫煙によってがん、慢性閉塞性肺疾患、脳卒中、虚
血性心疾患、早産、歯周病などを引き起こすこと、
さらには受動喫煙により非喫煙者に対しても肺がん、
虚血性心疾患、脳卒中などを引き起こすことが知ら
れている 1）。
日本では、2003年に健康増進法が施行され、学
校、病院などの多数の者が利用する施設は受動喫煙
を防止するために必要な措置を講ずるように努めな
ければならず 2）、また、健康日本21においては成人
の喫煙率を減少させ、未成年者・妊娠中の喫煙をな
くし、受動喫煙を減少させることなど、2013年度か

ら10年間の達成目標が具体的に示されている 3）。
しかしながら、2012年の喫煙率は20.7％（男性

34.1％、女性9.0％）と年々減少傾向にはあるが、20
代の喫煙率は男性37.6％、女性12.3％と年代別では
男女共に30代に次いで2番目に高値である 4）。また、
世界保健機関（WHO）による各国のタバコの規制状
況評価 5）において、日本は2008年の報告以降常に最
低ランクであるのが現状である。
中華人民共和国（中国）では、2005年にWHOの

「タバコの規制に関するWHO枠組み条約」に批准し
て以来、それを契機にして喫煙規制や公共施設での
分煙化が進められている。公共の施設における喫煙
規制については、2つの法律による規制が行われてい
る 6）。第一に、「中華人民共和国煙草専売法」におい
ては「喫煙が健康に有害であることについての広報・
教育を強化し、公共の場所での喫煙を禁止し、青少
年に対する喫煙を防止し、小中学生に対する喫煙を
禁止する」としている。第二に、「未成年者保護法」
においては「小中学校など未成年者が集中して活動す
る場で喫煙してはならない」としている。また、2011
年5月からは公共の場所での喫煙が禁止され、レス

日本と中華人民共和国における 
薬学部学生のタバコに対する意識の比較

川嶋恵子 1、小本健博 2、設楽拓哉 2、小松健一 3、田中三栄子 4

1．北海道科学大学保健医療学部理学療法学科、2．株式会社ココカラファインヘルスケア 
3．北海道科学大学薬学部薬学科、4．北海道科学大学全学共通教育部
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トランなどにおいては「禁煙」の掲示をするように定
めた条例が施行されているが、具体的な罰則条項は
整備されていない 7）。このように中国では喫煙対策
や受動喫煙防止対策を行っているが、2012年の喫煙
率は25.5％（男性49.0％、女性2.0％）であり、経済
開発協力機構（OECD）加盟国（35か国）のうち、中
国は2番目に喫煙率が高い状況である 8）。
このような日本や中国の喫煙状況からも、喫煙防
止対策や受動喫煙防止対策が急務であり、そのなか
でも未成年者をはじめとする若年層への対策は重要
である。
北海道薬科大学（現在は北海道科学大学薬学部）

は、学生数が約1,200人、6年制の単科大学である。
薬剤師養成のために国が定める薬学教育モデル・コ
アカリキュラムに加え独自科目による一貫教育を実
践している。また、新入生には喫煙防止教育を行っ
ており、敷地内は禁煙となっている。
沈阳葯科大学 9）は、中国（遼寧省）にあり、北海道

薬科大学との間で教員の国際交流を行っている。学
生数は学部・大学院を含め約12,000人、薬学院、中
薬学院、製薬行程学院、生命科学与生物製薬学院、
工商管理学院、医療機器学院、社会与文体学院、
継続教育学院の8学部からなる大学である。このう
ち薬学院および中薬学院は日本の薬学部（4年制）に
相当し、授業科目は有機化学、天然薬物分析学、薬
剤学などの化学系科目が多く、その他は生理学、人
体機能学、薬理学などであるが、疾患に関するよう
な臨床系の科目はない。また、敷地内は分煙となっ
ている。
今回、成人期喫煙への大きなきっかけとなる大学

での喫煙状況や喫煙防止教育などに日本と中国で違
いがあるのかを明らかにするため、日本と中国の薬
学部学生を対象に、タバコに関する調査を行った。

研究対象・方法
1. 対象者
北海道薬科大学薬学部の学生（1～6年生）1,101
名、沈阳葯科大学の薬学院および中薬学院の学生（1
～4年生）372名を対象とした。

2. 調査方法
調査期間は2012年5月～2013年2月で、無記名

質問紙法とし、北海道薬科大学の学生および沈阳葯
科大学の日本語専攻学生は日本語で、非専攻学生は

中国語で実施し、記入後その場で回収した。なお、
調査協力は任意であることを口頭で説明し、同意が
得られた者のみに行った。
調査内容は、喫煙していない者を「非喫煙者」、過
去に喫煙経験があるが現在は喫煙していない者を「前
喫煙者」、現在喫煙している者を「喫煙者」とし、性
別、年齢、喫煙状況、喫煙者の喫煙状況（本数、年
数、動機、価格）、家族の喫煙状況、周囲に喫煙者
がいる場合の心情、公共施設での分煙、副流煙の影
響、タバコのストレス解消効果、喫煙と健康被害、
喫煙防止教育について実施し（表1）、今回は性別、
年齢、喫煙状況、家族の喫煙状況、周囲に喫煙者
がいる場合の心情、公共施設での分煙、副流煙の影
響、喫煙と健康被害、喫煙防止教育の項目について
日本と中国での比較に用いた。

3. 統計解析
解析は株式会社エスミMac統計解析Ver2.0を使

用し、質問項目の比較には、χ2検定を用い、有意水
準を5％とした。

結　果
1. 回答者の属性
対象者1,473名中、有効回答数は1,444名（98.0％）

であった。
日本の学生は、男性504名（45.8％）、女性597名

（54.2％）、年齢別では、10代365名（33.2％）、20
代715名（64.9％）、30代16名（1.5％）、40代3名
（0.3％）、50代2名（0.2％）であった。中国の学生は、
男性90名（26.2％）、女性253名（73.8％）、年齢別で
は10代51名（14.9％）、20代291名（84.8％）、30代
1名（0.3％）であった。

2. 喫煙状況
日本の学生の喫煙状況の割合は、非喫煙者1,049
名（95.3％）、前喫煙者24名（2.2％）、喫煙者28名
（2.5％）、中国の学生は、順に333名（97.1％）、3名
（0.9％）、7名（2.0％）で、日本と中国の喫煙状況に有
意差はなかった。
また、日本男性の喫煙状況の割合は、非喫煙者

473名（93.8％）、前喫煙者13名（2.6％）、喫煙者
18名（3.6％）、中国男性は順に83名（92.2％）、1名
（1.1％）、6名（6.7％）であった。日本女性の喫煙状
況の割合は、非喫煙者576名（96.5％）、前喫煙者11
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名（1.8％）、喫煙者10名（1.7％）、中国女性は順に
250名（98.8％）、2名（0.8％）、1名（0.4％）で日本と
中国の性別の差はなかった。

3. 家族の喫煙状況
家族に喫煙者がいる学生の割合は、日本の45.5％

に対し中国は81.3％で有意に高かった（p＜0.001）。

また、家族別の喫煙率を図1に示した。父親が喫
煙者である学生は、日本と中国のどちらも約8割と
家族の中で一番高かった。母親が喫煙者である学
生は、日本の31.8％に対し中国は1.4％と有意に低
く（p＜0.001）、祖父が喫煙者である学生は、日本
の14.8％に対し中国は43.7％と有意に高かった（p＜
0.001）。その他の家族については、有意差はなかっ
た。

表1　アンケート調査表
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4. 周囲に喫煙者がいる場合の心情
周囲に喫煙者がいるときの心情を図2に示した。
周囲に喫煙者がいる場合、「煙たい」、「近づきたく
ない」と感じる学生は、日本ではそれぞれ73.1％、
66.7％に対し中国では24.8％、51.9％と有意に低
かった（各p＜0.001、p＜0.05）。「嫌悪感」を感じ
る学生は、日本59.3％、中国60.9％でどちらも同程
度であった。「自分も吸いたい」、「心地よい」と感じ
る学生は、それぞれ日本では4.4％、4.7％、中国で
は2.3％・1.2％と同程度低かった。また、「何も思わ
ない」と感じる学生は、日本は35.3％に対し中国は
9.0％と有意に低かった（p＜0.05）。

5. 公共施設の分煙に対する意見
公共施設の分煙に対する意見について図3に示し

た。公共施設において、「分煙もいらない（全面禁
煙）」と思う日本および中国の学生は約5割弱、「分煙
で構わない」と思う学生は約4割、「どちらでも良い」

は約1割で、どちらも同程度であった。

6. 副流煙の影響
副流煙の影響について図4-1に示した。「家族に喫
煙者がいるため受けている」と思う日本および中国
の学生は約3割、「会社に喫煙者がいるため受けてい
る」と思う場合は約1割、「自分が喫煙者なので受け
ている」と思う場合は約0.2割と同程度であった。ま
た、副流煙の影響を「多分受けていない」と思う日
本および中国の学生は約4割弱であったが、「全く受
けていない」と思う学生は、日本11.4％に対し中国
30.3％と有意に高かった（p＜0.001）。
家族に喫煙者がいる、または自分が喫煙者である
場合における副流煙の影響を図4-2に示した。家族
に喫煙者がいる学生の中で、「家族に喫煙者がいるた
め副流煙の影響を受けている」と思う学生は、日本
の67.2％に対し中国は35.8％と有意に低かった（p＜
0.001）。また、喫煙者の学生の中で「自分が喫煙者

図1　家族別の喫煙状況
**：p＜0.001 vs.日本

図2　周囲に喫煙者がいるときの心情
*：p＜0.05、**：p＜0.001 vs.日本
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のため副流煙の影響を受けている」と思う学生は、日
本の21.4％に対し中国では57.1％と有意に高かった。

7. 喫煙と健康被害
喫煙が影響する疾患の理解度について図5に示し

た。喫煙が影響する疾患について、日本および中国

の学生のどちらも肺がんの理解度が約90％と最も
高かったが、同じ肺疾患である肺気腫では、日本の
90.8％に対し中国では44.3％と有意に低かった（p
＜0.001）。また、歯周病、妊娠障害、脳卒中、心
臓病、睡眠障害、認知症について、日本の学生の理
解度はそれぞれ89.2％、88.9％、87.3％、85.7％、

図3　公共施設の分煙に対する意見

図5　喫煙による健康被害
*：p＜0.05、**：p＜0.001 vs.日本
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68.9％、61.6％であるのに対し、中国の学生はそ
れぞれ53.4％、46.6％、20.1％、41.4％、53.1％、
17.5％と有意に低かった（睡眠障害：p＜0.05、その
他p＜0.001）。

8. 喫煙防止教育
喫煙防止教育受講率を図6に示した。今までに
喫煙防止教育を受けたことがある学生は、日本の
100％に対し中国は73.2％と有意に低かった（p＜
0.001）。小学校で喫煙防止教育を受けたことがあ
る学生は、日本および中国の学生のどちらも約5割
で同程度であったが、中学校、高校、大学におい
ては、日本の69.1％、71.0％、100％に対し中国で
は51.9％、49.0％、25.1％と有意に低かった（p＜
0.05）。
また、日本と中国の喫煙防止教育受講率と喫煙率

との間には有意差はなかった。

考　察
日本および中国における2012年の喫煙率は、日本

20.7％（男性34.1％、女性9.0％）、中国25.5％（男
性49.0％、女性2.0％）であった。今回の学生の喫
煙率は、ごく一部の大学生を対象とした調査ではあ
るが、日本では2.5％（男性3.6％、女性1.7％）、中
国では2.0％（男性6.7％、女性0.4％）とどちらも同
程度に低かった。喫煙防止教育を受けたことがある
学生は、日本では100％に対し中国では73.2％と低
かった。日本および中国の喫煙対策等の始まりはそ
れぞれ2003年、2005年と同じ頃で喫煙率も同程度
にも関わらず、喫煙防止教育の受講率に違いがある

ことから、中国の教育効果が高い傾向がみられた。
家族に喫煙者がいる中国の学生の割合は81.3％と

高く、その内訳は父81.4％、祖父56.3％と男性の割
合が高く、学生、家族ともに男性の喫煙者が多かっ
た。中国では1986年に全国的な義務教育の実施を定
めた「義務教育法」が制定・施行され、そのなかに健
康教育を行うことを規定していたが、必ず実行しな
ければならないわけでなく、全国統一した拘束力を
持つ基準とはいえないため、健康教育の実施率には
地域格差があった 10）。2002年より北京市健康促進
学校審査基準という健康促進学校に指定される基準
が示され、望まれる健康教育やヘルスプロモーショ
ンを行う際の目標となっており、この中に禁煙教育
が含まれている。したがって、中国での本格的な喫
煙防止教育はおそらく2002年頃からと思われる。そ
のため教育を受けていない家族、特に年配の男性の
喫煙率が高く、教育を一度でも受講したことがある
学生は73.2％であるため、学生の喫煙率が低かった
と考えられる。
一方、家族に喫煙者がいる日本の学生の割合は

45.5％で、その内訳は高い順に父77.0％、母31.8％
であった。また、原田ら 11）による調査においても、
大学生の家族の喫煙者で一番多いのは父（49.2％）、
次いで母（20.5％）と同様の傾向がみられた。
周囲に喫煙者がいる場合、日本の学生は約60％が
煙たい、近づきたくないなどの嫌悪感を持っている
が、中国の学生は煙たいと思う割合が低かったが、
約50％が近づきたくないなどの嫌悪感を持っていた。
しかし、どちらの学生も公共施設での全面禁煙が良
いと思うのは半数以下であった。これらのことは、

図6　喫煙防止教育受講率
*：p＜0.05、**：p＜0.001 vs.日本
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大学などの公共施設内では分煙が行われているため、
周囲に喫煙者がいる機会が少なく、約50％が副流煙
の影響を受けていないと感じているためと思われる。
しかし、家族に喫煙者がいる学生の中で、「家族に喫
煙者がいるため副流煙の影響を受けている」と思う学
生は、日本は67.2％、中国は35.8％であり、また、
喫煙者の学生のなかで「自分が喫煙者のため副流煙の
影響を受けている」と思う学生は、日本は21.4％、中
国は57.1％であることから、実際に副流煙の影響を
受けていても本人は受けていないと感じていた。
喫煙が影響する疾患の理解度は、日本および中国

の学生のどちらも肺がんの理解度が約90％と高かっ
たが、同じ肺疾患である肺気腫では日本の90.8％に
対し中国は44.3％と有意に低かった。また歯周病、
妊娠障害、脳卒中、心臓病、睡眠障害、認知症につ
いても日本の学生は約70％以上が理解していたが、
中国の学生は約20～50％と有意に低かった。今回調
査を行った中国の学生は、日本の薬学部（4年制）に
相当する学生ではあるが、必修・選択ともに化学系
の開講科目が多く、疾患などの臨床系の科目が開講
されていない。このため、全体的に喫煙が危険因子
となる疾患の理解度が低かったと考えられる。
小学校、中学校、高校、大学における喫煙防

止教育受講率は、日本の学生はそれぞれ54.2％、
69.1％、71.0％、100％であり、高等教育になるにつ
れ受講率が高くなっていた。特に大学では入学時に
ガイダンスで喫煙防止セミナーを開催しているため
受講率が100％となっている。一方中国の学生はそ
れぞれ56.3％、51.9％、49.0％、25.1％となり、特
に大学での受講率が低かった。日本の未成年者の喫
煙動機は、「興味」や「何となく」が多いと言われてい
るが、大学生の場合は「友人」の影響が大きく影響し
ていると報告されている 12）。箕輪らは 13）、日中両国
において未成年者の喫煙防止対策には、全学校をカ
バーする喫煙防止教育、学校敷地内の禁煙などが必
要であると報告している。また、Brinker T.J. et al14） 
は、ドイツの中学校で喫煙後の将来の顔写真が見ら
れるフリーのスマートフォンアプリを使用して興味を
もたせることで、喫煙防止効果がみられたことを報
告している。これらのことから、小学校から大学ま
での継続的な喫煙防止教育は重要であり、若者が興
味を持てるスマートフォンを利用することも一つの手
段である。さらに、大学での喫煙者に対する十分な
禁煙支援も必要であると考える。

結　論
今回の調査は、ごく一部の大学生を対象とした調
査ではあるが、日本の大学生と中国の大学生の喫煙
率は同程度に低かったが、喫煙が影響する疾患の理
解度や喫煙防止教育受講率には違いあることが明ら
かとなった。
最近、日本では東京オリンピック・パラリンピッ

クに向けて受動喫煙防止法について議論され、受動
喫煙の防止を図るために「健康増進法の一部を改正す
る法律案」が示された。中国の例からもまずは法律で
規制し、喫煙防止教育さらには禁煙支援を継続して
行うことが重要であると考えられる。

本研究は2013年の日本禁煙学会調査研究助成金
「日本と中国の薬学部学生に対する喫煙に関するアン
ケート調査」によって実施したものである。
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Comparison of the smoking situation on the student of  
Faculty of Pharmaceutical Sciences in Japan and China
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Abstract
Objectives: This study investigated to clear the differences in smoking habits and education against tobacco 
between university students in Japan and China.
Methods: We carried out a survey into the smoking habits of students at Hokkaido University of Science in 
Japan and Shenyang Pharmaceutical University in China using a questionnaire.
Results: The percentage of participants in the study who smoke was 2.5% and 2.0% for Japanese and Chinese 
students respectively. The rate of smoking in Chinese students’ families was significantly higher than that of 
Japanese. Both Japanese and Chinese students understood the danger of lung cancer over any other smoking-
related diseases, but the extent to which the Chinese students’ understanding of other smoking-related dis-
eases was significantly lower than that of the Japanese. Chinese students have taken lectures on education 
against tobacco was significantly lower than of the Japanese.  
Discussion: The rate of smoking of the participants was low for both nationalities, however Chinese students 
have taken lectures on education against tobacco was significantly lower than of the Japanese. These results 
suggest that the education effect of China tends to be higher than one of Japan.
Conclusion: This study signifies the importance of education against tobacco in Japan and China.
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smoking situation, smoking related diseases, education against tobacco
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はじめに
紙巻タバコの主流煙中には多くの有害物質が含ま

れ、その一部は発がん性を有しているため、健康に
悪影響をもたらす。また、副流煙にも健康への影響
があり、本邦での受動喫煙による死亡者数は毎年1
万5,000人で、交通事故死の4倍であると報告され
ている1）。利用者が増加している加熱式タバコも、有
害物質が含まれており2）、国や都は加熱式タバコも含
めて受動喫煙防止を目的に喫煙規制を強化した 3, 4）。
インターネットは利便性が高く、情報が豊富であ

るため、受動喫煙に関心があるネットユーザーは
情報を求めて利用する可能性がある。ソーシャルメ
ディアのなかでも「Yahoo!知恵袋」は、インターネッ
トの医薬品記事の最も多いサイトであると報告され
ている 5）。本研究では、Yahoo!知恵袋の受動喫煙に
関連する質問を分析し、投稿者がかかえている受動
喫煙に対する疑問や不安を明らかにすることを試み
た。

方　法
1. 情報収集

Yahoo!知恵袋（https://chiebukuro.yahoo.co.jp/）の

質問のうち、質問あるいはベストアンサーに受動喫
煙に関する記載があるものを、カテゴリの大分類で
「健康、美容とファッション」に分類されているなか
から、「受動喫煙」をキーワードとして抽出した。収
集データは2016年1月～2018年12月とした。なお、
収集データは不特定多数の者が閲覧可能であり、質
問や回答に必要とされるYahoo!Japanの IDは収集し
ていない。また、Yahoo!知恵袋に掲載されている情
報の二次利用に関しては、利用規約を遵守した。収
集した質問は753件で、解析時（2019年1～3月）に
何らかの理由により閲覧不可となっていた質問（45
件）は、解析から除外した。また、喫煙者による誹謗
中傷と思われる書き込みやその書き込みに反応した
非喫煙者の書き込み（55件）も除外し、最終的に653
件について解析した。

2. 解析方法
抽出した質問を内容で分類した。さらにUserLocal
社が無料で提供しているテキストマイニングツール
（https://textmining.userlocal.jp/）を使用し、ワード
クラウドと係り受け解析を実施した。テキストマイニ
ングは、文章からなるデータを単語や文節で区切り、
それらの出現の頻度や共出現の相関、出現傾向など
を解析するテキストデータの分析方法である。本研
究で実施したワードクラウドでは、文章中で出現頻
度が高い単語を複数選びだし、その頻度に応じた大
きさで図示した。また係り受け解析では、「名詞」に
係る「形容詞」について解析し、形容詞はポジティブ、
中立、ネガティブに分類した。

ソーシャルメディアにおける受動喫煙に関連した質問を解析した。その結果、「受動喫煙の美容・健康への影
響」に関する質問内容が最も多く、受動喫煙に関する情報提供の必要性が示唆された。

キーワード：タバコ、受動喫煙、ソーシャルメディア

ソーシャルメディアにおける 
受動喫煙に関連する質問の発言解析

石井正和、石橋正祥

帝京平成大学薬学部生理・病態学ユニット

《短　報》
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結　果
質問文に「受動喫煙」が含まれているものを「受動

喫煙あり」、含まれていないものを「受動喫煙なし」
（投稿者が選んだベストアンサーには「受動喫煙」が含
まれている）に分けて解析した（表1）。受動喫煙あり
の質問は年々増加し、逆に受動喫煙なしの質問は減
少した（表1）。投稿者は、性別、年齢ともに不明が
大半を占めたが、判明している性別は両群ともに男
性よりも女性が、年代では10代が多かった（表1）。
ワードクラウドでは、受動喫煙ありは、動詞では

「吸う」、名詞では「受動喫煙」と「タバコ」が大きく表
示された（図1）。係り受け解析は、「喉－痛い」（ネガ
ティブ、出現頻度13）、「喫煙者－多い」（中立、出現

頻度11）、「リスク－高い」（中立、出現頻度6）、「タ
バコ－臭い」（ネガティブ、出現頻度6）、「気分－悪
い」（ネガティブ、出現頻度6）だった。受動喫煙な
しでは、「咳」が最も大きく表示された（図1）。係り受
け解析は、「咳－ひどい」（ネガティブ、出現頻度5）、
「咳－酷い」（ネガティブ、出現頻度5）、「頻度－少な
い」（中立、出現頻度3）、「可能性－高い」（中立、出
現頻度3）、どちら－悪い（ネガティブ、出現頻度3）
だった。
表1より、受動喫煙ありは「受動喫煙の美容・健康

への影響」が233件（52.1％）、続いて「受動喫煙防止
方法・対策」が56件（12.5％）、「病気、健康相談」が
55件（12.3％）であった。受動喫煙なしは「病気・健

表1　質問内容

8 
 

表１　質問内容

447件 ％ 206件 ％
質問した年（件）

2016年
2017年
2018年

投稿者の性別
男性
女性
不明

投稿者の年代
10代
20代
30代
40代
50代
60代
不明

質問内容（質問が複数の場合あり）
受動喫煙の美容・健康への影響
受動喫煙防止方法（対策）
受動喫煙の治療、受診
受動喫煙に関する法整備
受動喫煙場所、喫煙場所
受動喫煙のメカニズム
喫煙の美容・健康への影響
禁煙支援、禁煙治療
病気、健康相談
加熱式タバコの毒性
喫煙者のマナー
その他

文字数
平均（語）
最小
最大

１）受動喫煙あり：質問に受動喫煙に関する記載がある
２）受動喫煙なし：ベストアンサーに受動喫煙の記載がある（質問にはない）

受動喫煙あり 受動喫煙なし
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康相談」が143件（69.4％）、「喫煙の美容・健康への
影響」が24件（11.7％）だった。

考　察
本調査の質問者は、年齢、性別ともに不明が大半

を占めたが、判明している方ではインターネットを使
用する比較的若い世代が多く、集団として偏りがあ
ることは否めない。
東京都では加熱式タバコも含めて受動喫煙の規制
対象にした「東京都子どもを受動喫煙から守る条例」
が2018年に施行された 4）。このような環境の変化に
伴い、受動喫煙そのものや、受動喫煙による疾患の
発症リスク、受動喫煙症の症状などについて関心を
持ったネットユーザーが受動喫煙という言葉を用い
て質問する事例が年々増加しているものと思われる。
喉、タバコ、気分の名詞とネガティブな形容詞との

関連が示され、投稿者が受動喫煙にさまざまな疑問
や不安を抱いていることが明らかとなった。一方、
受動喫煙なしでは、咳の出現頻度が高く、形容詞で
はひどい（酷い）との関連が示された。咳は受動喫煙
症の診断基準 6）では、レベル3の急性受動喫煙症で
認められる症状のひとつとなっている。
興味あることに質問文に「加熱式タバコ」が含まれ

るものが23件あり、そのうち「受動喫煙の美容・健
康への影響」と「加熱式タバコの毒性」に関する質問
がそれぞれ11件あった（データ未公表）。なかには投
稿者が、「加熱式タバコからは煙がでない」や「紙巻タ
バコを止める手段」と記載している場合もあり、医学
的知見や根拠に乏しい情報が断定的な知見であるか
のように示されている事例が散見され、正確な情報
を提供していく必要性が示唆された。

図1　ワードクラウドの解析結果
青は名詞、赤は動詞、緑は形容詞を示す。

受動喫煙あり

受動喫煙なし
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Abstract
We analyzed questions related to passive smoking in social media. As a result, the questions about “the influence  
of passive smoking on the beauty and health” were the most, suggesting the need to provide information on 
passive smoking.
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日本禁煙学会の対外活動記録
（2019年7月〜8月）

	 7月	 1日	 日本禁煙学会HPに「祝 2019年（令和元年）7月1日からの改正健康増進法による第一種施設の屋
内禁煙」を掲載しました。

	 7月	 8日	 タバコ産業が運営する疑似禁煙推進行事の出席はお控えください。
	 7月	 9日	「日本海新聞に掲載された〈特集〉は、医学的事実に反する虚偽の内容」を送付いたしました。
	 7月	17日	 日本禁煙学会HPに「受動喫煙防止法と都条例のまとめ（5年後には見直し、加熱式タバコも同様

に禁止されるでしょう）」を掲載しました（内容を追加）。
	 7月	22日	「改正健康増進法を守り、コンビニエンスストア店頭の灰皿を撤去していただくとともに、店内の

喫煙室設置を中止してください」を送付しました。
	 8月	 5日	 2019年度無煙テレビ大賞が決まりました。
	 8月	 8日	 タバコによる世界的大流行に関するWHO報告書2019年度版などを翻訳しました。
	 8月	 9日	 コンビニエンスストアなどの店頭にある灰皿の撤去を要請するチラシができました。


